構造関係規定調書（小規模木造建築物）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　既存建築物等については下記のとおりです。
                                                     　　　　　　　建築主　氏名                    　印
　　　　　　　　　 設計者（　）級建築士（　　）登録第　　　　号  氏名　　　　　　　　　印
Ａ　既存建築物の確認(法第3条、第86条の7，令第137条)
	 A-1　既存建築物の把握

	 (1)　確認済証(確認通知書)を取得しているか？
	□　Yes
	確認年月日　　　　年　　月　　日 
確認番号
	□  No

	 (2)　検査済証を取得しているか？
	□　Yes
	交付年月日　　　　年　　月　　日    
検査済証番号
	□　No

	(3)　既存建築物は構造関係規定について現行基準に適合しているか？
	□　Yes
	→　Fへ

	
	□　No 
	→　Bへ


Ｂ　増築又は改築をする延べ面積(令第137条の2)
	 (1)　既存建築物の延べ面積の1/20以下かつ50㎡以下である。
	 □  Yes
	→  Ｃへ

	 (2)  既存建築物の延べ面積の1/2を超える。 
	 □  Yes
	→  Ｄへ

	 (3)  (1)を超え、既存建築物の延べ面積の1/2以下である。 
	 □  Yes
	→  Ｅへ


Ｃ　小規模な増築又は改築をする場合の構造規制(令第137条の2　第4号)
	 (1)  既存建築物と
 　  築又は改築を
    する部分はEXP
    ･J等で接する。
	 □Yes
	 (1)　増築又は改築する部分は現行の法令に適合させる。
	 □　Yes　□　No

	
	 □No
	 (1)　増築又は改築をする部分は現行法令に適合させる。
	 □　Yes　□　No

	
	
	(2)　既存建築物に対して、構造耐力上の危険性が増大しないことを確認している。
	 □　Yes　□　No


Ｄ既存建築物の延べ面積の1/2を超える増築又は改築する場合の構造規制（令137条の2第1号、2号）
	増改築部分と既存部分とが構造上一体かどうか選択
	　　□

構造上一体


	□【建築物全体】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する

	
	　　□

構造上分離

（増築又は改築をする部分はEXP･J等で接している。）
	□【既存部分】 

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する
	【増改築部分】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する

	
	
	□【既存部分】 

耐震診断基準に適合させる

（新耐震基準に適合させる場合も含む）
	【増改築部分】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する


Ｅ既存建築物の延べ面積の1/2以内の範囲で増築又は改築する場合の構造規制（令第137条の2第3号、H24 告1036号）
	増改築部分と既存部分とが構造上一体かどうか選択
	　　□

構造上一体


	□【建築物全体】

耐力壁を釣り合いよく配置する等の規定に適合することを確かめることによって、構造上の安全であることを確認する

	
	
	□【建築物全体】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する

	
	
	□【建築物全体】

既存部分の基礎を補強し、既存部分の基礎以外の部分は、現行の仕様規定に適合している

	
	　　□

構造上分離

（増築又は改築をする部分はEXP･J等で接している。）
	□【既存部分】

耐力壁を釣り合いよく配置する等の規定に適合することを確かめることによって、構造上の安全であることを確かめる
	【増改築部分】 

現行の仕様規定に適合している

	
	
	□【既存部分】 

耐震診断基準に適合させる

（新耐震基準に適合させる場合も含む）
	【増改築部分】

現行の仕様規定に適合している

	
	
	□【既存部分】 

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する
	【増改築部分】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する

	
	
	□【既存部分】 

耐震診断基準に適合させる

（新耐震基準に適合させる場合も含む）
	【増改築部分】

構造計算によって、構造耐力上安全であることを確認する

	
	
	□【既存部分】 

既存部分の基礎の補強し、既存部分の基礎以外の部分は、現行の仕様規定に適合させる
	【増改築部分】

現行の仕様規定に適合している


Ｆ現行法令に適合している既存建築物に増築又は改築をする場合の構造規制

	□増築又は改築する部分は現行の法令に適合させる
	□Yes　　□　No


· 枠組み壁工法、かつ、基礎が鉄筋コンクリート造、かつ、着工時期が昭和56年6月1日以降、平成12年5月31日以前である既存建築物は、延べ面積の1/2以内の範囲で増改築する場合構造規制を受けない。

· 注意事項（確認申請手続き等の運用改善マニュアルより抜粋）

（１）昭和５６年以前に建てられた木造住宅（在来工法）の増改築について

　地震力に対する必要壁量の算出で床面積に乗じる数値が、昭和５６年の政令改正（新耐震基準のスタート）により増えていますが、昭和５６年より以前に建てられた住宅でも、令第４２条、第４３条、第４６条に適合すれば、適法に増改築することが可能です。また、改正前後の壁倍率は異なっても、必要壁量を満たすような若干の増設により、適法な増改築が可能となります。
　　　昭和５６年以前の建物も

　　　　　耐力壁の設置により緩和条件を適用可能
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地震に対する必要壁量の変遷（単位：cm/㎡）
	制定または改正
	建築物の種類
	平屋
	２階建

	
	
	
	1階
	２階

	1950年
	屋根及び壁の重い建築物
	１２
	１６
	１２

	
	屋根の軽い建築物
	８
	１２
	８

	1959年
	屋根及び壁の重い建築物
	１５
	２４
	１５

	
	屋根の軽い建築物
	１２
	２１
	１２

	1981年
	屋根及び壁の重い建築物
	１５
	３３
	２１

	
	屋根の軽い建築物
	１１
	２９
	１５


（２）同一敷地内に別の建築物がある場合について

　同一敷地内に、別の建築物として建てられている既存の物置や車庫等については、申請に係る建築物以外の別の建築物として取り扱われるため、単体規定への適合を確認するための図書は、必要ありません。

（３）枠組壁工法・木質プレハブ工法の既存不適格・四号物件建築物の増改築について
　枠組壁工法（２×４）及び木質プレハブ工法の既存不適格・四号建築物の増改築に際して、ケースⅠA又はケースⅡAを適用する場合、平１３国交告第１５４０号（枠組壁工法又は木質プレハブ工法を用いた建築物又は建築物の構造部分に関する安全上必要な技術的基準を定める件）第一から第十までの規定に適合することを確かめることによって、構造耐力上安全であると確かめたものとみなします。

既存部分





増改築部分





耐力壁の設置








